
入力事項
の部分のみ入力してください。 ※本シートへ入力すると、他シートへ必要事項が自動出力されます。

１　申請者
郵便番号
所在地
商号又は名称
フリガナ
代表者役職
氏名
フリガナ
電話番号
FAX番号
ＨＰアドレス
メールアドレス

２　委任行為（支店、営業所等に委任を行う場合）※行わない場合は入力不要
郵便番号
所在地
商号又は名称
フリガナ
受任者役職
氏名
フリガナ
電話番号
FAX番号
メールアドレス

申請書作成者
所属名
担当者名
電話番号
携帯電話番号 上記電話番号でつながらない場合の連絡用として記載願います。

担当者の方（問い合わせ等対応できる方）を記載してください。

市外局番から記載願います。（例）024-575-2419
市外局番から半角で記載願います。（例）024-575-1111

登記事項証明と同様に記載してください

担当する部署のアドレスを記載願います。

入力注意事項
申請書作成の担当部署名を記載してください。

入力注意事項
半角で間に"-"を入れてください（例）960-0692
県外は都道府県から、県内は市、郡から記載してください。※ハイフンは使用しない。
登記事項証明と同様に記載してください
商号又は名称をカタカナで入力してください。（全角、半角は問いません）　　（例）カブシキカイシャ　ダテセッケイ

市外局番から記載願います。（例）024-575-1111

カタカナです。（全角、半角は問いません）
受任者の役職名を記載してください。
受任者氏名を記載してください。　氏名の間は１文字空けてください。　（例）伊達　太郎
受任者役職・氏名をカタカナで入力してください。（全角、半角は問いません）　（例）ダテエイギョウショチョウ　ダテ　タロウ

代表者の役職名を記入してください。

ＨＰがある場合は、トップページのアドレスを記載願います。
担当する部署のアドレスを記載願います。

入力注意事項
半角で間に"-"を入れてください（例）960-0692
県外は都道府県から、県内は市、郡から記載してください。※ハイフンは使用しない。

代表者氏名を入力してください。　氏名の間は１文字空けてください。　（例）伊達　一郎
代表者役職・氏名をカタカナで入力してください。（全角、半角は問いません）　（例）ダイヒョウトリシマリヤク　ダテ　イチロウ

市外局番から半角で記載願います。（例）024-575-1111
市外局番から記載願います。（例）024-575-2419



測量設計等業務入札参加資格審査申請提出書類確認受付票

№ 分 類 提 出 書 類 名
申請者
確認欄

担当者
確認欄

備 考

1
個別フォルダー（ピンク色）
【KOKUYO A4-IF P、アスクル FL-061IF　87098】等

　見出し部分両面に会社名を記入

2 測量設計等業務入札参加資格審査申請提出書類確認受付票 　返信希望者は２部提出

3 測量設計等業務入札参加資格審査申請書、使用印鑑届兼委任状 様式第２号の１

4 測量設計等業務入札参加資格審査申請登録票 様式第２号の２

5 業務経歴書（直前２年分）
様式第２号の３
※任意様式可

6 技術者経歴書
様式第２号の４
※任意様式可

7 営業所一覧表
様式第５号
※任意様式可

8 暴力団排除にかかる誓約書及び役員等名簿 様式第６号

9 入札参加希望業種が許可・登録等を受けていることを証明する書類の写し　　

10 直前２箇年の営業年度の財務諸表

11 履歴事項全部証明書（個人の場合は身分証明書）又はその写し

12
完納証明書【伊達市税】又はその写し
各市税(市町村民税、固定資産税、軽自動車税、個人の場合は国民健康保険税）の
納税証明書又はその写しも可

　※市内に本店・支店・営業所等を
　有する場合のみ

13 納税証明書【国税】又はその写し（法人税、消費税及び地方消費税）　
納税証明書「その３」又は「その３の３」
（個人は「その３」又は「その３の２」）

14 設立届の写し又は所在証明書 ※市内に営業所を設置する場合のみ

15 ＩＳＯマネジメントシステム登録証（写） ※登録を受けている場合

16 プライバシーマーク登録証（写） ※登録を受けている場合

17 技術者名簿　
　別紙様式
　※市内に測量業務の営業所又は
　　支店を有する場合のみ

18 資格を証する書面の写し
※市内に測量業務の営業所又は
　支店を有する場合のみ

19 受付票を返信希望する場合、返信用封筒（110円切手を添付）
　※封筒返信先となる（住所、社名、部
署名等）記載してください。

※　該当する必要書類を番号順に揃えて、フォルダーに挟み込み提出のこと。

福島県伊達市保原町字舟橋180番地

伊達市長　

□ 令和７・８年度の入札参加資格審査申請を受理いたしました。

□ 書類等に不備があるため受理いたしませんでした。

備　考

※　書類等の不備により不受理となった場合は、書類等が全て揃った時点で受理する。

資格有効期間　資格の認定を受けた日　　から　　令和 9年 3月31日まで
※入札参加資格の認定及び資格の認定日については、ホームページ掲載にて代えさせていただきます。

受付番号

必
須

必
要
に
応
じ
て

受 付 印



様式第２号の１（第７関係）

伊達市長　 様

※ 本店（本社）と契約を締結する場合は記載不要　

委任する場合は委任事項（１）から（４）は委任されていること。

私は、下記の者を代理人と定め、伊達市との間に行う契約について次の権限を委任します。

委任事項 （１）入札書及び見積書の提出に関すること。

（２）契約に関すること。

（３）代金の請求及び受領に関すること。

（４）復代理人の選任に関すること。

委任期間 資格の認定を受けた日　　～　　令和 9年 3月31日まで

申請書作成者（連絡先）所属名

（代行者含む。） 担当者名

携帯電話番号

代理人役職氏名

( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

電 話 番 号

代表者役職氏名

所 在 地

( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

電話番号

商 号 又 は 名 称

郵 便 番 号

測量設計等業務入札参加資格審査申請書

郵 便 番 号

　伊達市が行う測量設計等業務に係る競争入札の参加資格を取得したいので、関係書類を添えて申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の記入事項は、すべて事実と相違なく、かつ、伊達市を発注者として、競争
入札の方法により工事又は製造の請負及び物品の買入れその他の契約を締結しようとする場合における当該入
札に参加する者に必要な資格及びその審査の申請の時期並びに必要な書類等の指定第１のいずれにも該当して
いないことを誓約します。

　年　　月　　日

１　申請者

所 在 地

商 号 又 は 名 称

( ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ )

２　委任行為

電 話 番 号



申請者

（委任者） ㊞

角印（社印等） 丸印（代表印等）

受任者印（使用印）
角印（支店印） 丸印（支店長印）

受任者
（代理人）

㊞代理人氏名

（角印は使用する場合のみ押印すること。）

主たる営業所の所在地

商号又は名称
代理人役職名

　２　契約締結に関する件
　３　契約代金の請求及び受領に関する件
　４　保証金の還付請求及び受領に関する件
　５　復代理人選任に関する件
　６　その他、前各項目のほか契約に関する一切の件

　　また、受任者印をもって、入札（見積り）、契約の締結並びに代金の請求及び受領の際
　に使用する印鑑を、下記のとおり届け出ます。

委任事項（委任事項は必要に応じ加除修正してご利用ください。）
　１　入札・見積りに関する件

　　入札（見積り）、契約の締結並びに代金の請求及び
　受領の際に使用する印鑑を、次のとおり届け出ます。

（角印は使用する場合のみ押印すること。）

２．本店以外の営業所（委任先）で本市と契約する場合

　　私は、下記の者を代理人と定め、資格の認定を受けた日から令和９年３月31日
　までにおける貴市との間における下記事項に関する権限を委任します。

代表者役職名

代表者氏名

下記の「１」又は「２」のいずれかを選択して記載してください。

１．本店で本市と契約する場合 使用印

使用印鑑届兼委任状

伊達市長　様

主たる営業所の所在地

商号又は名称



様式第２号の２（第７関係） （表面）

（この欄は記入しないで下さい）

－

〒

〒

[ ]

[ ]

（以下の業種区分から希望する業種及び登録を受けている業種に必要事項を記入。裏面に詳細を記入）

※年間平均は直前２年分とする。

測量設計等業務入札参加資格審査申請登録票

本 社 ・ 本 店

代 表 者

TEL

前回受付番号 ※更新の場合のみ記入してください。

所 在 地

ホームページ

E-mail

所 在 地

職 名

名簿登録番号

フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称

申請区分 1 １．新規 ２．更新

氏 名

E-mail

氏 名

FAX

入 札 契 約 を
委 任 す る
支 店 等

名 称

TEL FAX

受 任 者 職 名

４　地質調査業務

５　補償関係建設コンサルタント業務

ＩＳＯ認証取得状況
９０００ｓ

１４００１

１　測量

２　建築関係建設コンサルタント業務

３　土木関係建設コンサルタント業務

入札参加希望業種一覧

業種区分 登録 希望
技術職員数

（人）（千円）

年間平均実績高



様式第２号の２（第７関係） （裏面）

1

1

2

3

2

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

1

5

1

2

3

4

5

6

7

6 1 不動産鑑定

7 1 登記手続等

※「測量業務」における「測量一般」、「地図の調整」及び「航空測量」を希望するには、測量法第55条の登録が必要です。

※「建築関係コンサル」における「建築一般」を希望するには、建築士法第23条の登録が必要です。

※「補償関係コンサル」における「不動産鑑定」を希望する方は、不動産の鑑定評価に関する法律第22条による登録が必要です。

※表面とあわせて、両面印刷で提出すること。

不動産鑑定士

技術士

二級建築士

補償業務管理士

地質調査技師

航 空 測 量

測 量 一 般

地 図 の 調 整

一級建築士

測

量

建

築

関

係

コ

ン

サ

ル

土

木

関

係

建

設

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

補
償
関
係
コ
ン
サ
ル

意 匠

建 築 一 般

土 地 調 査

地 質 調 査

補 償 関 連

事 業 損 失

営 業 補 償 ・ 特 殊 補 償

機 械 工 作 物

物 件

土 地 評 価

小　計　（土木関係コンサル）

小　計　（建築関係コンサル）

交 通 量 調 査

施 工 管 理

小　計　（補償関係コンサル）

補

償

コ

ン

サ

ル

建築積算資格者

RCCM 一級土施 二級土施

測量士 一級建築士

その他

不動産鑑定士補 土地家屋調査士 司法書士

部
門

４
地
質

小　計　（ 地　質　調　査 ）

業務内訳

小　計　（測　　　　　　量）

有資格者・技術者（人）

測量士 測量士補 その他

年間平均実績高
（千円）

登録 希望

登録部門及び希望業務一覧

建築設備資格者

建 築 積 算

電 気

建

設

コ

ン

サ

ル

土 質 及 び 基 礎

耐 震 診 断

調 査

電 気 積 算

機 械 積 算

地 質

都 市 計 画 及 び
地 方 計 画

下 水 道

上 水 道 及 び 工 業 用 水

電 力 土 木

衛 生

暖 冷 房

構 造

廃 棄 物

電 気 ・ 電 子

建 設 機 械

建 設 環 境

施 工 計 画
施工設備及び積算

ト ン ネ ル

鋼 構 造 及 び
コ ン ク リ ー ト

資 料 等 整 理

計 算 業 務

電 算 関 係

宅 地 造 成

分 析 ・ 解 析

経 済 調 査

環 境 調 査

鉄 道

道 路

港 湾 及 び 空 港

河 川 ・ 砂 防
及 び 海 岸

造 園

水 産 土 木

森 林 土 木

農 業 土 木



様式第２号の３（第７関係）

業種：

業務場所のある

都 道 府 県 名 元 請 の 場 合 下 請 の 場 合 民間の別

業　　　務　　　経　　　歴　　　書

商号又は名称：　

発注者名 業 務 名 着 工 年 月
請 負 代 金 の 額 （ 千 円 ） 公共・　

完成(予定)年月

記載上の注意
１　希望する業務種別ごとに区分し、別葉に作成してください。
２　下請業務については、発注者名の欄に元請業者名を、業務名の欄に下請業務名を記載してください。
３　営業年度終了日の直前２年の各営業年度における完了業務（業務進行基準を採っている場合は未完成業務含む。）について記載してください。
４　市指定様式にある記載事項を満たしている場合は、任意様式で提出しても差し支えありません。



様式第２号の４（第７関係）

技　　術　　者　　経　　歴　　書

業種： 商号又は名称：　

学 校 名 専攻学科 名 称 取得年月日

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領
１　本表は、土木、建築若しくは設備又は職種の各別に作成すること。
２　「最終学歴」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載すること。
３　「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。
　　　（例：○○建築士、○○土木施工管理技士）
４　「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、設計等業務に従事した職種及び地位を記載すること。

氏 名

最 終 学 歴 法 令 に よ る 免 許 等

実 務 経 歴 経歴年月数



様式第５号（第７関係）

営　　業　　所　　一　　覧　　表

代表者（委任者）職名 〒 電 話 番 号

代表者（委任者）氏名 所 在 地 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

（本社・本店）

（委任先の営業所）

名 称

（委任以外の営業所）

記載上の注意
１　様式にある記載事項を満たしている場合は、任意様式で提出しても差し支えありません。



様式第６号（第７関係）

　　　伊達市長　様

所 在 地

商号又は名称

代表者名
㊞

※ 添付書類：役員等名簿

誓　　約　　書

　私は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることに
なっても、異議は一切申し立てません。
　また、貴職において必要と判断した場合に、別紙役員等名簿により提出する当方の個人
情報を警察に提供することについて同意します。

記

１ 契約の相手方として不適当な者
　(1）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人
　　である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の
　　代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を
　　いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法（平成3年法律
　　第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第2
　　条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
　(2）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害
　　を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
　(3）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな
　　ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
　(4）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど
　　しているとき
　(5）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

　年　　月　　日

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
　(1）暴力的な要求行為を行う者
　(2）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
　(3）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
　(4）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
　(5）その他前各号に準ずる行為を行う者



　年　　月　　日　現在

ふりがな

氏　　　　　名

（注１）　個人の場合は身分証明書に記載されている本人、法人の場合は履歴事項全部証明書の「役員に関する事項」

　　　 に記載されている者（協同組合等の場合は理事）を記入してください。

（注２）　代表者及び役員等以外に契約締結等の権限を委任している者がいる場合は受任者についても記入してください。

（注３）　申請日時点の役員についてすべて記載してください。

　　    　なお、登記が済んでいない者がいる場合は、登記後速やかに履歴事項全部証明書を改めて提出してください。

（注４）　欄が不足する場合は複数枚提出してください。

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

　　年　　月　　日 

様式第６号別紙

役 員 等 名 簿

役職名 住　　　　　所

　　年　　月　　日 

生年月日

　　年　　月　　日 



№
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ
氏 名

役 職 名 資 格 等 名 称
経 験
年 数

備 考

※添付書類（資格を証する書面の写し）

（支店・営業所用）

測　量　・　設　計　等　業　務　技　術　者　名　簿

別紙様式

商号又は名称：

測量士・測量士補登録証明書、測量士・測量士補試験合格証明書、測量士・測量士補名簿記
載事項証明書等


